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論　文　高度外国人材を含む異文化チームのマネジメント

日本の労働人口が減少しているなか，高度外国人材は「知識労働者」としてイノベーショ
ン創出や生産性向上への寄与が期待されている。近年，高度外国人材を雇用する企業が増
えているが，多くの企業で高度外国人材の活躍が実現できているとは言えない状況にある。
本論文では，まず近年の高度外国人材に関する政策の方向性や実態調査の結果を概観した
うえで，日本企業における高度外国人材の活躍に向けた対応策を検討した。ただし，人事
制度の変更という観点ではなく，職場でのコミュニケーションなど，よりミクロな視点に
着目し，異文化チームに関する近年の研究，ならびにキャリアコンサルタントに求められ
る新しい役割について概観した。その結果，「異文化シナジー」「インクルーシブ・リーダー
シップ」「グローバル・リーダーシップ・コンピテンシー（とくに自己マネジメント力）」，
ならびにセルフ・キャリアドックなどにおける「キャリアコンサルタント」の活動が効果
的である可能性が示唆された。今後，日本企業における高度外国人材の活躍に向けた実践
を蓄積していくとともに，研究も充実させることによって，実践知を創出・共有していく
必要性がある。
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Ⅰ　日本企業における高度外国人材に関
する課題

　本論文では，いわゆる「高度外国人材」に焦点
をあて，異文化チーム（Cultural�diversity�in�teams）
におけるマネジメントについて検討する。ビジネ
ス環境が大きく変化する時代において，Drucker�

（1969）�が指摘した知識労働者�（Knowledge�worker）

の重要性がますます大きくなっている。一方で，
日本の労働人口は長期的に減少傾向にあることか
ら，海外の高度人材を招き入れ，イノベーション
創出につなげていくことが求められている。この
課題はかなり以前から指摘されてきた。例えば，
40 年前に「外国籍知識労働者の活用の実態―
内側からの国際化」（花田�1982）というタイトル
のレポートが発行されている。しかし，現在にお
いても高度外国人材の活躍が実現しているとは言
えず，多くの課題が残っている。そこで，本論文
では，近年の高度外国人材に関する政策の方向性
や実態調査の結果をふまえたうえで，理論研究の
成果を概観して，今後の方向性を提言する。
　はじめに，高度外国人材の定義を確認しておき
たい。外国人が日本で就労するためには在留資格
が必要であるが，「高度外国人材」という名称の
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在留資格は存在しない。そのため，法的に高度外
国人材を定義することは難しい。ただし，政府か
らいくつかの定義が示されている。
　まず，内閣官房長官のもとに設置された「高度
人材受入推進会議」の報告書『外国高度人材受入
政策の本格的展開を』が 2009 年 5 月に取りまと
められ，そのなかで高度外国人材の定義が示され
た。それによれば，「我が国が積極的に受け入れ
るべき高度人材とは，『国内の資本・労働とは補
完関係にあり，代替することが出来ない良質な人
材』であり，『我が国の産業にイノベーションを
もたらすとともに，日本人との切磋琢磨を通じて
専門的・技術的な労働市場の発展を促し，我が国
労働市場の効率性を高めることが期待される人
材』と定義付けることができる」（高度人材受入推
進会議�2009：4）とされている 1）。
　この報告書の定義において重要な点は，高度外
国人材には，減少する日本の労働人口の補完とい
う意味合いよりも，「イノベーション」の創出や

「日本人との切磋琢磨」，つまり日本人との相互学
習・相互支援・相互成長が期待されているという
ことである。なお，2017 年 6 月に閣議決定され
た『未来投資戦略 2017』においても，「優秀な外
国人材について，より積極的な受入れを図り，イ
ノベーションを加速し，我が国経済全体の生産性
を向上させることが重要である」（内閣官房�成長
戦略会議�2017：98）と記載されており，やはり高
度外国人材はイノベーション創出や生産性向上に
寄与することが意識されているといえよう。
　さらに，『未来投資戦略 2018』にもとづいて，
政府関係省庁による高度外国人材受入れ施策の有
機的な連携を図るための仕組みとして，日本貿易
振興機構（ジェトロ）に「高度外国人材活躍推進
プラットフォーム」が設置され，2018 年 12 月に

「高度外国人材活躍推進ポータルサイト�“Open�
for�Professionals”」が開設された。そのポータル
サイトに高度外国人材の定義について次の通り記
載されている。それによれば，「本ポータルサイ
トでは，この中でも次の 1～3 を同時に満たす
人々を高度外国人材と見做し，彼らの活躍を応援
しています。1.�在留資格「高度専門職」と「専門
的・技術的分野」に該当するもののうち，原則，

「研究」「技術・人文知識・国際業務」「経営・管
理」「法律・会計業務」に該当するもの，2.�採用
された場合，企業において，研究者やエンジニア
等の専門職，海外進出等を担当する営業職，法
務・会計等の専門職，経営に関わる役員や管理職
等に従事するもの，3.�日本国内または海外の大
学・大学院卒業同等程度の最終学歴を有してい
る」とある。したがって，現時点における政府に
よる高度外国人材の定義は，この 3 要素をすべて
満たす外国人材であると考えることが妥当であろ
う。
　一方で，外国人労働者に関する政府統計では，
この 3 要素にもとづいた数値が把握されていな
い。そこで，便宜的に「専門的・技術的分野の在
留資格」2）�を見ていくことにするが，高度外国人
材活躍推進ポータルサイトに記載されている高度
外国人材の定義よりも，在留資格の種類が多く，
また雇用先も民間企業とは限らないことに注意す
る必要がある。
　厚生労働省が毎年発表している『「外国人雇用
状況」の届出状況まとめ』によれば，2021 年 10
月末現在において，外国人労働者の総数は 172 万
7221 人であり，これは 2007 年に届出が義務化さ
れて以降最も多い人数であった 3）。そのうち，

「専門的・技術的分野の在留資格」の外国人労働
者は 39 万 4509 人であり，全体の 22.8％であっ
た。「技能実習」が 35 万 1788 人（20.4％），留学
生アルバイトなどの資格外活動で働く外国人が
33 万 4603 人（19.4％）であることから，「専門的・
技術的分野の在留資格」の外国人労働者は一定の
割合を占めていることが分かる。
　「専門的・技術的分野の在留資格」の外国人労
働者を産業別にみてみると，多い順に製造業（7
万 6236 人，19.3％），卸売業・小売業（5 万 5793 人，
14.1％），情報通信業（5 万 3065 人，13.5％）となっ
て い る。「 技 能 実 習 」 は 製 造 業（18 万 137 人，
51.2％）が最も多く，資格外活動は宿泊業，飲食
サービス業（10 万 9070 人，32.6％）が最も多いた
め，「専門的・技術的分野の在留資格」の外国人
労働者は，技能実習生や留学生アルバイトとは異
なる産業で働いている者も多いということにな
る。また，「専門的・技術的分野の在留資格」の
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外国人労働者は長期的に増加傾向にある。2008
年 10 月末時点で「専門的・技術的分野の在留資
格」で働く労働者は 8 万 4878 人であったので，
2021 年までに 4.65 倍に増加したことになる。
　このように高度外国人材は，一定の規模が雇用
されるようになってきてはいるが，当初期待され
ていたイノベーション創出や生産性向上への寄与
という観点からは依然として多くの課題が残って
いる。例えば，「外国人留学生／高度外国人材の
採用に関する調査（2021 年 12 月調査）」（ディスコ�
2022）によれば，多くの企業が外国人社員活用の
課題として指摘しているのは，「社内での日本語
コミュニケーション能力の不足」「外国人社員を
活用できる日本人管理者の不足」「文化や価値観，
考え方の違いによるトラブルがある」である。つ
まり，職場における異文化の問題に対して十分な
対応ができていない状況にある。
　従来，国際ビジネス研究において，日本企業の
同質性が多く指摘されてきた（例えば，Bartlett�and�
Ghoshal�1998；Sekiguchi,�Froese�and�Iguchi�2016）。
日本企業は新卒一括採用した若者を組織主導で長
期にわたり育成するという仕組みをつくりあげて
きた。そうした組織主導のキャリア開発プロセス
は，一定の条件のもとで社員の個別同意なしに転
勤を命ずることができる配転命令権，また課長昇
進前後まで同期の間で昇進に大きな差をつけない

「遅い昇進」（小池�1991）などを前提としていた。
こうした特徴をもつ日本企業のキャリア開発プロ
セスに参加できたのは，基本的に，日本人・新卒
採用・男性という属性の社員であった。その結
果，外国人，中途採用，女性などの多様な社員は
組織の中核から排除される場合が多かった。一方
で，現在では長期的に日本の労働人口は減少傾向
にあり，労働力を確保するため，さらには知識労
働者を確保するためにも，日本企業においてより
多様な社員の活躍を実現していくことが重要に
なっている。
　こうした状況の打開策はさまざまに考えられよ
う。まず，日本企業の人事制度を，近年大きな注
目を集めているジョブ型に移行することが考えら
れる。職務記述書（job�description）を作成し，
その職務に必要な能力を既に保有している人材を

採用するという人事戦略をとることで，国籍や性
別などの属性に関係なく多様な社員の雇用が進展
する可能性が高いと考えられる。しかし，人事制
度の大きな変更は，既存社員の一部に不利益が生
じる場合があるため，多くの企業で実現するには
長い時間を要すると思われる。
　一方，コミュニケーションや日常的な対応方法
など，よりミクロな視点で対応できることも多い
と考えられる。近年の政策においても，企業にお
けるミクロな視点での取り組みの推進を目的にし
たものが多い。
　その背景には，2018 年以降開催されるように
なった「外国人材の受入れ・共生に関する関係閣
僚会議」がある。この関係閣僚会議の開催目的は

「一定の専門性・技能を有する新たな外国人材の
受入れ及び我が国で生活する外国人との共生社会
の実現に向けた環境整備について，関係行政機関
の緊密な連携の下，政府一体となって総合的な検
討を行う」ことにあり，省庁横断的にさまざまな
施策を展開していくことが意図されている。
　この関係閣僚会議による最初の報告書「外国人
材の受入れ・共生のための総合的対応策」が
2018 年にとりまとめられ，126 項目にわたる広範
囲な新施策が発表された。そのなかに「採用プロ
セス及び採用後の待遇の多様化を推進する」（施
策番号 74）という内容が盛り込まれ，それを受け
て「経済財政運営と改革の基本方針 2019」のな
かで「留学生の多様性に応じた採用プロセス及び
採用後の待遇の多様化を推進するため，産官学連
携によりベストプラクティスを構築し横展開す
る。これらの取組により，希望する留学生の大多
数が国内で就職できる状況の実現を目指す。」（内
閣府�2019：40）と記載された。
　その具体的な施策として，経済産業省，文部科
学省，厚生労働省の 3 省共同事務局で「外国人留
学生の就職や採用後の活躍に向けたプロジェクト
チーム」が設置され，企業が取り組むべき 12 項
目のチェックリストや企業事例を紹介する「外国
人留学生の採用や入社後の活躍に向けたハンド
ブック」が 2020 年に発表された。このハンド
ブックで示されている 12 項目のチェックリスト
は「採用前」「採用選考～入社前」「入社後」に区
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分されている。そのうち「入社後」に示されてい
るのは 6 項目 4）であるが，その大部分は人事制
度の大きな変更を必要とするものではなく，より
ミクロなレベルで企業が対応すべきことが多いこ
とを示している。また，国際ビジネスの研究領域
においても，チーム単位などのミクロな視点での
研究も多くあり，その代表的なものは異文化チー
ム（Cultural�diversity� in�teams）を対象とする研
究である。
　そこで，本論文ではミクロな視点に着目し，異
文化チームに関する近年の研究，ならびにキャリ
アコンサルタントに求められる新しい役割につい
て概観したうえで，日本企業における高度外国人
材の活躍に向けた展望を検討する。

Ⅱ　異文化チーム（Cultural�diversity�in�
teams）に関する諸研究

１　国民文化研究への批判

　異文化マネジメント�（Cross-cultural�management）
研究において，異文化チームに関する研究は比較
的新しい。従来の研究アプローチは，各国の国民
文化（National�culture）を比較するというもので
あった。その代表的な研究は Hofstede によるも
のである（Hofstede�1980；Hofstede,�Hofstede�and�
Minkov�2010）。Hofstede は IBM 社の各国の支社
で働く社員 11 万 6 千人のデータをもとに，最終
的に 6 つの文化的価値次元にもとづいて各国の文
化的特徴を分析した。Hofstede の文化的価値次
元によって各国の文化的な相違を比較できるよう
になり，異文化マネジメント研究が大きく進展す
ることになった。Hofstede のほかにも国民文化
を比較するアプローチの研究がある。例えば，
House�et�al.（2013）の GLOBE プログラム（Global�
Leadership�and�Organizational�Behavior�Effective-�
ness�Research�Program），Inglehart が欧州価値観
調査（European�Values�Study:�EVS）をもとに作
成 し た 世 界 価 値 観 調 査（World�Values�Survey:�
WVS），Schwartz（2006）による分析などである。
　ただし，こうした国民文化研究に対しては批判
も多い。Shenkar（2001）は，国民文化研究は，

国家単位で文化を比較するために，国内は単一の
文化であると仮定していることを批判した。
Adler�snd�Aycan（2018）も，国民文化研究は国
家内部を同質的な文化だという前提に立ってい
て，さらに文化について動的ではなく静的な捉え
方をしていると批判した。Shenkar（2012）は，
国民文化の差（Cultural�distance）を分析すること
よりも，異文化接触（Cultural�interaction）による
摩擦（Friction）について研究することの重要性
を指摘した。Tung�and�Stahl（2018）は，文化を
静的に捉えるのではなく，個人の文化的認識が変
化するというダイナミックなプロセスに焦点を当
てるべきだとして，国民文化研究よりも異文化接
触研究（Cross-cultural� interaction�research）に取
り組む必要があるとした。こうした国民文化研究
に対する批判が，異文化チーム研究を発展させた
と筆者は理解している。
　本論文のテーマである日本企業における高度外
国人材の活躍に関する課題は，まさに異文化接触
による摩擦にあるといえよう。とくに，母国を離
れ日本で働くという意思決定をした高度外国人材
が，母国の平均的な文化的価値観のままでいると
は限らないであろう。高度外国人材が日本企業で
働くことによって，文化的認識が変化している可
能性は十分にある。また，高度外国人材と同じ
チーム（職場）で働く日本人社員も，高度外国人
材との相互交流のなかで自身の文化的認識が変化
することが考えられる。こうした観点からも，従
来の国民文化研究ではなく，新しい異文化チーム
研究のほうが，今後の日本企業における高度外国
人材の活躍に向けた示唆を得ることができると考
えられる。

２　異文化チーム研究のメタ分析

　Stahl�et�al.（2010）は，異文化チームに関する
108 件の実証研究のメタ分析に取り組み，理論フ
レームワークを提示した。なお，本論文は国際ビ
ジネス研究のトップジャーナルである Journal of 
International Business Studies の Decade�award
を受賞している。そして，Stahl�and�Maznevski

（2021）において，その理論フレームワークがさ
らに整理された。それによれば，文化的多様性
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（Cultural�diversity）は，「発散プロセス（Divergent�
processes）」を増幅させ，「収束プロセス（Conver-�
gent�processes）」を減衰させる。発散プロセスの
増幅とは，例えば，より多様なアイディアや意見
がみられること（Greater�variety�of�ideas�and�opin-�
ions），問題解決の方法が多様化すること（Different�
problem-solving�styles）である。また，収束プロ
セスの減衰とは，例えば，価値観の一致がみられ
ないこと（Less�consensus�around�values），行動の
一 貫 性 が み ら れ な い こ と（Less�coherence� for�
action）である。チーム内の文化的多様性は，発
散プロセスの増幅と収束プロセスの減衰の双方を
生じさせるのであり，その両者は緊張・トレード
オフ（Tensions�and�tradeoffs）の関係にある。
　そして，発散プロセスの増幅ならびに収束プロ
セスの減衰は，チーム・パフォーマンスに対し
て，それぞれ「正の影響（Process�gains）」と「負
の影響（Process� losses）」を与える。発散プロセ
スの増幅がチーム・パフォーマンスに与える正の
影響は「創造性の増大（Greater�creativity）」であ
り，負の影響は「コンフリクトの増大（More�
conflict）」である。一方，収束プロセスの減衰が
チーム・パフォーマンスに与える正の影響は「集
団浅慮の減少（Less�groupthink）」であり，負の
影響は「結束力の減少（Reduced�cohesion）」であ
る。以上が，Stahl�and�Maznevski（2021）にお
いて再整理された理論フレームワークである。
　つまり，チーム内の文化的多様性は，チーム・
パフォーマンスに対して正負両方の影響を及ぼす
の で あ り， い わ ば「 諸 刃 の 剣（Double-edged�
sword）」（Stahl�and�Maznevski�2021：7）といえる。
したがって，異文化チームのマネジメントにおい
ては，正の影響を強化し，負の影響を抑制すると
いう対応が必要となる。しかし，企業現場では異
文化チームの正の影響のみが強調され，負の影響
を抑制するための対応がなされないことが多い

（Stahl�and�Maznevski�2021）。
　そうした状況は，日本企業における高度外国人
材への対応おいても同様であると思われる。ディ
スコ（2022）によれば，「外国人留学生を採用す
る目的」として「優秀な人材を確保するため」と
回答した企業は約 7 割にのぼる。しかし，「外国

人留学生採用による自社への好影響の内容」のう
ち，「海外拠点や取引先との関係向上」は 36.7％，

「新商品・サービスの開発」は 10.0％，「国内での
新規顧客の獲得」は 3.3％にとどまっており，留
学生を雇用することが直接的な企業業績につな
がっているとは言い切れない状況にある。その背
景には，留学生等の高度外国人材を雇用すること
でチーム内の文化的多様性が高まるのにもかかわ
らず，チーム・パフォーマンスに対する負の影響
を抑制できていないということが考えられる。
　また，Stahl�and�Maznevski（2021）は，異文
化チームに関する今後の研究課題として，正の影
響を強化し，負の影響を抑制する調整変数を究明
する必要性を指摘している。したがって，異文化
チームの「諸刃の剣」に対する効果的な調整変数
は科学的にまだ十分検証されていない状況にあ
る。ただし，これまでの研究において示唆に富む
概念がいくつか提唱されており，筆者の管見の限
りでは，「異文化シナジー」「インクルーシブ・
リーダーシップ」「グローバル・リーダーシップ・
コンピテンシー」は，異文化チームの効果的なマ
ネジメントにつながる概念だと思われる。

３　異文化シナジー（cultural synergy）

　異文化シナジーは，Adler（1991＝1996）によっ
て提唱された概念である。異文化シナジーの前提
には，チーム内の文化的多様性と生産性に関する
次 の 仮 説 が あ る。 そ れ は， 単 一 文 化 チ ー ム

（Single-culture�teams）の生産性は平均的なもの
（Average�effectiveness）になるが，異文化チーム
（Cross-cultural�teams）では，非常に効果的（Highly�
effective）にも非常に非効果的（Highly�ineffective）
にもなり得るということである。異文化チームの
そうした両極性は，Stahl�et�al.（2010）と Stahl�
and�Maznevski（2021）によって示された異文化
チームの「諸刃の剣」の議論に合致する。そし
て，Adler（1991＝1996） の異文化シナジーは，
異文化チームの生産性を非効果的な状況から効果
的な状況に移行させるためのプロセスを 3 つのス
テップで説明した。
　第 1 ステップは，コンフリクト状況の認識であ
る（Describing�the�situation＝状況認識）。これは当
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事者がチーム内における異文化のぶつかり合いを
しっかりと認識する段階である。それは，Stahl�
and�Maznevski（2021）の理論フレームワークに
おける「収束プロセスの減衰」を認識するという
ことと同義といえよう。異文化シナジーの理論的
価値は，企業現場で軽視されがちな異文化チーム
における負の部分にもとづいて理論化されている
点にあると考えられる。Adler（1991＝1996）に
よれば，この第 1 ステップが「最も困難で重要な
ステップ」（Adler�1991＝1996：107）である。その
理由は，「組織のメンバーは，たとえ問題が自分
自身の文化の視点からみて意味のないものであっ
ても，問題が存在しているという事実を認識しな
ければならない」（Adler�1991＝1996：109）という
ことにある。
　例えば，社員の個別同意なしに転勤を命ずるこ
とができる配転命令権は，日本人社員間では一定
の理解を得ているため，日本人社員だけで構成さ
れる単一文化グループにおいては当然視される。
一方で，そうした配転命令権は外国人社員には違
和感を生じさせることが多い。そのため，日本人
社員と外国人社員で構成される異文化チームにお
いては，外国人社員が配転命令権について違和感
を持っているということを，日本人社員も認識す
ることが必要になる。しかし，日本人社員は配転
命令権を当然視しているため，外国人社員の違和
感を理解しにくい場合がある。当然視している自
文化の要素について疑問を持ったり客観視するこ
とは難易度の高い認識である。だからこそ，この
第 1 ステップが「最も困難で重要なステップ」な
のである。
　異文化シナジーの第 2 ステップは，文化間の考
え方，感情，行動についての類似点と相違点を確
認 し て 解 釈 す る こ と で あ る（Interpreting�the�
cultures＝文化的解釈）。それは，第 1 ステップで
認識されたコンフリクトの原因を，互いに相手の
立場で考えることを通じて実現される。Adler

（1991＝1996）は，第 2 ステップを「役割の逆転」
（Adler�1991＝1996：109）と指摘しており，相互理
解の段階だといえる。
　例えば，外国人社員が，日本で企業に認められ
ている配転命令権について大きな違和感をもつ理

由は，雇用契約は組織と個人との対等な契約であ
ることを当然視しているからかもしれない。異文
化シナジーの第 2 ステップでは，日本人社員は外
国人社員のそうした視点を理解し，外国人社員も
日本の労働法体系や自組織の人事戦略を理解する
必要があるということになる。
　そして，異文化シナジーの第 3 ステップは，問
題解決のためにシナジー的代替案を創造する段階
である。（Increasing�cultural�creativity＝文化的創
造性）。そのプロセスは，「『ある文化の人間が他
の文化の人間にどんな貢献を成しうるか』と自問
することが，その探求の発端となる。答えは，関
係するどの文化的グループの仮説のすべてとも両
立するものでなければならず，それらの模倣で
あってはならない。新しく，また各文化の行動パ
ターンを超越したものでなければならない」とい
う（Adler�1991＝1996：110）。したがって，第 3 ス
テップでは，異なる文化をもつ者どうしが相互に
支援し合うことで，新しいものが生み出される。
そのため，多様性の高い組織が同質的組織よりも
斬新なアイディアが生まれる可能性が高いと考え
られている。
　したがって，異文化シナジーは Hegel の弁証法
的プロセスを経ていると見なすことができよう。
Hegel の弁証法のエッセンスは，『Enzyklopädie

（エンチュクロペディー）』（Hegel�1830）の第 1 篇
「論理学」において論じられているが（島崎�
1993），後世の人々が単純化したモデルである

「テーゼ（正）」「アンチテーゼ（反）」「ジンテー
ゼ（合）」の 3 段階による螺旋的進化・発展プロ
セスとして整理した。テーゼとアンチテーゼは相
互に矛盾する。その矛盾を乗り越えるためには，
止揚が必要となる。田坂（2005）によれば，止揚
とは「互いに矛盾し，対立するかに見える二つの
ものに対して，いずれか一方を否定するのではな
く，両者を肯定し，包含し，超越することによっ
て，より高い次元のものへと昇華していくこと」

（田坂�2005：165）である。止揚は，テーゼとアン
チテーゼの矛盾という二律背反の状況を乗り越え
る，創造的なプロセスである。
　例えば，日本人社員と外国人社員で構成される
異文化チームにおける異文化シナジーを弁証法の
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螺旋的進化・発展プロセスで再整理すると次のよ
うになる。まず，第 1 ステップ（状況認識）では，
日本人社員の文化と外国人社員の文化がぶつかる
ことによって，それぞれにテーゼとアンチテーゼ
に直面している状況があり，そうした状況を認識
することが必要である。第 2 ステップ（文化的解
釈）では，止揚に向けたプロセスであり，日本人
社員と外国人社員が互いの理解や認識を理解す
る。そして，第 3 ステップ（文化的創造性）は，
止揚の実現である。日本人社員と外国人社員のど
ちらかの理解や認識を相手に押し付けるのではな
く，両者を超越することが必要になる。このよう
に，異文化シナジーは弁証法を理論的基盤にして
いる理論であると捉えると理解しやすい。
　Adler（1991）以降，異文化シナジーの実証研
究が十分に進んでいるとは言えない状況にある
が，Koyama（2022）は，日本企業での質的調査
をもとに高度外国人材の部下と日本人上司の相互
学習プロセスをモデル化した。外国人部下と日本
人上司の双方における弁証法の螺旋的進化・発展
プロセスを二重螺旋モデル�（Double�dialectic�model）
で示した。当初は日本人上司と外国人部下の間で
認識が大きく異なる状況（コンフリクト）がある
が，相互学習を通じて，最終的に両者は次のよう
な認識を持つことができる。日本企業の多くでは
明確な職務記述書�（Job�description）がないため
に，一人ひとりの社員の役割は上司とのコミュニ
ケーションを通じて調整することが可能である。
そのため，上司が外国人部下の個性を生かし同時
に組織開発につながる役割を設定することが可能
である。また，そうした上司のもとで働く外国人
部下は，自身のキャリアビジョンに対する意味づ
けを見直し，組織開発の推進役（Change�agent）
としての意欲が高まっていた。こうした状況は，
日本企業のなかでマイノリティである外国人社員
に対して，日本人社員の価値観を押し付けている
わけでもなく，また日本人社員が外国人社員の主
張を一方的に受け入れているわけでもない。外国
人社員などの多様な社員が活躍できる組織にして
いくために，マイノリティである外国人社員の視
点を活用するという発想である。これは，異文化
シナジーの文化的創造性であり，弁証法における

止揚が日本人社員と外国人社員の双方に生じてい
る一例と考えることができよう。
　したがって，異文化シナジーのプロセスでは日
本人社員と外国人社員の相互学習が生じるのであ
り，先述した「高度人材受入推進会議」の報告書
において「（高度外国人材と）日本人との切磋琢磨」

（高度人材受入推進会議�2009：4）が期待されている
こととも符合する。異文化チームのマネジメント
を議論するうえで，異文化シナジーは多くの示唆
を提供してくれると考えられる。

４　インクルーシブ・リーダーシップ（Inclusive 
leadership）

　インクルーシブ・リーダーシップは主にダイ
バーシティ・マネジメントの研究分野で構築され
てきた理論である。近年，異文化マネジメント研
究とダイバーシティ・マネジメント研究を統合し
て い く 必 要 性 が 指 摘 さ れ て い る（Stahl�et�al.�
2016；Lumineau,�Hanisch�and�Wurtz�2021）。 イ ン
クルーシブ・リーダーシップを理解するために
は，まずインクルージョン（Inclusion）の定義を
確認することが必要である。
　Shore�et�al.（2011）は，組織構成員の状態とし
て，「個性発揮（Uniqueness）」と「職場からの受
入（Belongingness）」の 2 軸で構成される 4 タイ
プの概念モデルを提示した。その 4 タイプとは，

「インクルージョン（Inclusion）」「同化（Assimila-�
tion）」「区別（Differentiation）」「排除（Exclusion）」
である。このうち，インクルージョンとは，職場
から受け入られていて，かつ個性も発揮できてい
る状態のことである。同化とは，職場から受け入
れられているが，個性を発揮できていない状態の
ことである。区別とは，職場から受け入れられて
いないが，個性を発揮できている状態のことであ
る。排除とは，職場に受け入れられていなくて，
かつ個性も発揮できていない状態のことである。
　本論文では異文化チームについて検討している
ため，ここでは職場から受け入れられている状態
の「インクルージョン」と「同化」に着目する。
インクルージョンと同化の違いは，チーム内で個
性を発揮できているかどうかである。高度外国人
材に期待されているイノベーション創出や生産性
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向上への寄与の前提には，高度外国人材が日本人
とは異なる視点を職場で発揮することが必要にな
る。
　異質性がイノベーションに与える影響につい
て，Page（2007）は理論的シミュレーションにも
とづき，難しい課題に対処する場合は「一様な高
能力者集団」よりも「多様な集団」の方が有効で
あることを示した。このシミュレーション結果を
企業領域に応用させて考えると，既存の知識や過
去の経験では対処できないような難しい課題に取
り組む場合，多様な人材で構成されるチームにお
いては，各自の観点からさまざまなアイディアを
試すことができるので，結果的に難しい課題に対
応することができるということになる。
　また，Stark（2011＝2011）は異なる価値観が相
互に影響し合うことで生じる「創造的な摩擦

（Creative� friction）」（Stark�2011＝2011：56） が 新
しい知識を生み出すと指摘した。そのうえで，

「生産的な摩擦を育み，組織的に当然と思われて
きたことを混乱させて，新しい知識を生み出し，
経営資源（resources）の定義を見直し，再配置，
組み換えを可能にすること」（Stark�2011＝2011：
56）が重要であるという。
　したがって，本来，異文化チームは日本人社員
だけで構成されるような同質的なチームよりも，
イノベーション創出を実現しやすいはずである。
ただし，そのためには，異文化チームにおいて外
国人社員が個性を発揮すること，つまり日本人社
員とは異なる視点やアイディアがチームに受け入
れられることが必要になる。
　このように考えてくると，Shore�et�al.（2011）
が示した「同化」では，外国人社員が職場には受
け入れられているものの個性を発揮できていない
状態であるため，外国人社員のもつ異質性をイノ
ベーション創出につなげることは難しいと考えら
れる。一方で，「インクルージョン」は，外国人
社員が個性を発揮できていて，かつ職場にも受け
入れられている状態であるため，Stark（2011）
が指摘する「創造的な摩擦」が生じやすいと考え
られる。したがって，高度外国人材の雇用をイノ
ベーションにつなげるためには，同化よりもイン
クルージョンが重要ということになる。

　Mor�Barak（2016）は，Shore�et�al.（2011）の
理論フレームワークにもとづき，インクルーシ
ブ・リーダーシップを提唱した。Shore�et�al.�

（2011）によれば，インクルージョンとは，職場
から受け入られていて，かつ個性も発揮できてい
る状態のことである。そのため，Mor�Barak

（2016）は「個性発揮」と「職場からの受け入れ」
の両方を高めることがインクルーシブ・リーダー
シップであると定義づけ，それぞれ 2 つのリー
ダーシップ行動を提唱した。個性発揮を高める
リーダーシップ行動は，「一人ひとりの個性の認
識（Recognizes�each� individual’� s�unique�talents）」

「異なる視点を追求することの奨励（Promotes�
seeking�out�different�perspectives）」である。また，
職場からの受け入れを高めるリーダーシップ行動
は，「目的・目標の共有化（Creates�a�shared�sense�
of�purpose�and�common�goals）」「参画のための動
機づけ（Motivates�everyone�to�participate）」であ
る。
　Mor�Barak（2016）のインクルーシブ・リー
ダーシップを，Stahl�and�Maznevski（2021）の
理論フレームワークをもとに検討すると，次のよ
うになるであろう。まず，個性発揮を高めるリー
ダーシップ行動は，発散プロセスの増幅を促進す
る。一方，職場からの受け入れを高めるリーダー
シップ行動は，収束プロセスの減衰を抑制する

（つまり，収束プロセスを増幅させる）。よって，イ
ンクルーシブ・リーダーシップは，異文化チーム
における発散プロセスと収束プロセスの両方を増
幅させるのである。
　このように考えると，Mor�Barak�（2016）�のインク
ルーシブ・リーダーシップは，Stahl�and�Maznevski

（2021）が指摘した異文化チームにおける正の影
響を強化し，負の影響を抑制する調整変数である
可能性が高い。しかし，Mor�Barak（2016）のイ
ンクルーシブ・リーダーシップの理論にもとづく
実証研究はまだ多くなく，今後の研究が期待され
る。

５　グローバル・リーダーシップ・コンピテンシー
（Global leadership competencies）

　インクルーシブ・リーダーシップとはまた別の
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観点から，グローバル・リーダーシップに関する
多くの研究がある。Bird（2018）は，1993 年から
2016 年までのグローバル・リーダーシップ・コ
ンピテンシーに関する研究 42 件をレビューし，
200 以上のコンピテンシーをリスト化したうえ
で，最終的に 3 カテゴリ 15 コンピテンシーに集
約 し た。 そ の 3 カ テ ゴ リ と は，「 事 業 推 進 力

（Business�&�Organizational�Acumen）」「対人関係
マネジメント力（Managing�People�&�Relationship）」

「自己マネジメント力（Managing�Self）」である。
このうち，事業推進力と対人関係マネジメント力
は，古典的なリーダーシップ論で確立されてきた
2 軸（課業・タスク軸，人間関係軸）と同様である
といえよう。そこで，自己マネジメント力が，グ
ローバル・リーダーにとって特に重要なコンピテ
ンシーということになる。
　Bird（2018）によれば，自己マネジメント力は
具体的には次の 5 要素で構成されるという。それ
は，「人間性（Character）」「多様な価値観の受容
力（Global�mindset）」「探求心・好奇心（Inquisi-�
tiveness）」「 柔 軟 性（Flexibility）」「 立 ち 直 る 力

（Resilience）」である。こうした自己マネジメン
ト力がグローバル・リーダーに必要な理由は，異
文化チームのマネジメントにおいて，リーダー自
身が自分の価値観を拡張（ストレッチ）させてい
く必要があるからであろう。
　異文化シナジーでは，日本人上司は外国人部下
との相互学習を通じて，自らの価値観を拡張させ
るプロセスが重要であった。また，これまで日本
人の部下のみに対応してきた日本人上司にとっ
て，インクルーシブ・リーダーシップで求められ
る「個性発揮」と「職場からの受け入れ」の両方
を高める行動をとるためには，やはり自身の価値
観を拡張させることが必要となろう。
　こうした価値観の拡張においては，上述の 5 要
素が重要になると思われる。「人間性」には，
integrity（高潔，正直，誠実），maturity（成熟），
conscientiousness（誠実）が含まれる。価値観の
ぶつかりあいが日常的に生じる異文化チームをま
とめていくためには，人間的な成熟が必要とな
る。「多様な価値観の受容力」には，cognitive�
complexity（複雑性や多様性の認識），cosmopoli-�

tanism（世界の国々，文化，人々などに対する関心
と知識）が含まれる。異文化チームのリーダーは，
自分の価値観に固執せず，多様な価値観を受け入
れるマインドセットを持つことが必要である。

「探求心・好奇心」には，curiosity（好奇心），
openness�to� learning（新しいことを学ぶ意欲），
humility（謙虚さ。プライドや自意識が強すぎない）
が含まれる。リーダーが異文化のチームメンバー

（フォロワー）が学習するためには探求心・好奇心
が不可欠である。「柔軟性」は，willingness�to�
adapt�and�adjust�to�varied�situations（さまざま
な状況に適応するために，自分の考えや行動を調整
する意思）を意味する。さまざまな想定外の事象
が発生する異文化チームをマネジメントしていく
ためには柔軟性が必要になる。「立ち直る力」に
は，optimism（楽観性），reduction�of�stress（ス
ト レ ス を 減 ら す 力 ），recovery�from�stressful�
activities（ストレスを乗り越える力），well-being

（ウェルビーイング）が含まれる。異文化チームに
おいてはリーダーの価値観だけで通用しないため
にさまざまな困難に直面するので立ち直る力が重
要となる。
　したがって，グローバル・リーダーはこうした

「自己マネジメント力」が重要だと意識して，異
文化チームのマネジメントにあたる必要がある。
古典的な 2 軸のリーダーシップ・コンピテンシー
だけでは異文化チームをマネジメントしていこと
は難しいのである。そのことは，日本人上司が日
本国内で外国人部下をマネジメントする際にも同
様である。したがって，外国人部下をもつ日本人
上司は，日本国内にいながらにして外国人部下と
の相互学習を通じてグローバル・リーダーシッ
プ・コンピテンシーを開発していくという視点を
持つことが必要となろう。

Ⅲ�　セルフ・キャリアドックの活用と�
キャリアコンサルタントの役割

　これまでみてきたように，異文化チーム研究か
ら示唆されることは，日本企業において高度外国
人材の活躍を実現するためには，高度外国人材本
人の意識変容だけではなく，日本人社員の意識変
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容が必要であるということである。そうした組織
開発に取り組むうえで，実践的見地から，セル
フ・キャリアドックの活用とキャリアコンサルタ
ントの役割の重要性について述べる。
　セルフ・キャリアドックは，企業の活性化と社
員個人のキャリア形成の両方を目指す取り組みで
ある。その詳しい内容は，厚生労働省が 2017 年
に発行した『「セルフ・キャリアドック」導入の
方針と展開―従業員の活力を引き出し，企業の
成長へとつなげるために』という冊子において示
されている。また，2020 年 4 月の職業能力開発
促進法施行規則の改正により，キャリアコンサル
タント養成講習の全体時間が 140 時間から 150 時
間に拡充されるとともに，「キャリアコンサル
ティングを行うために必要な知識」の科目内容が
再編され，セルフ・キャリアドックの一層の普及
のために，「企業におけるキャリア形成支援の知
識」が新たに加わるなど，企業領域でのキャリア
支援においてセルフ・キャリアドックの重要性が
増している。
　先述した厚生労働省の冊子によれば，セルフ・
キャリアドックの「標準的プロセス」として，

（1）人材育成ビジョン・方針の明確化，（2）セル
フ・キャリアドック実施計画の策定，（3）企業内
インフラの整備，（4）セルフ・キャリアドックの
実施，（5）フォローアップがある。このプロセス
においてキーパーソンとなるのがキャリアコンサ
ルタントである。キャリアコンサルタントが社内
での研修や面談を通じて，社員一人一人のキャリ
ア形成を支援するとともに，「全体報告書」を通
じて組織開発にも貢献することが求められてい
る。
　全体報告書とは，キャリアコンサルティング面
談の結果を，守秘義務を遵守したうえで，キャリ
アコンサルタントから人事部門に報告するための
様式のことである。キャリアコンサルティング面
談により把握された組織的・全体的な課題の傾向
や，本人同意に基づき企業へ伝えるべき事項は原
則として報告対象となる（厚生労働省�2017：12）。
そのうえで，キャリアコンサルタントが人事部門
と協働して，組織開発に取り組んでいくことが期
待されている。人事部門は，キャリアコンサルタ

ントからの全体報告書にもとづき，「従業員自身
の課題と組織的な課題及びその課題に対する解決
の方針や解決策，あるいは従業員育成策に関する
提案」を経営層に報告するとされている（厚生労
働省�2017：23）。
　また，キャリアコンサルタントは上司に対して
アプローチすることも期待されている。具体的に
は，「対象従業員の上司に対し，キャリアコンサ
ルティング面談の前後で対象従業員の仕事ぶりや
モチベーションにどんな変化があったかをヒアリ
ングすることなども望ましい活動です。また，対
象従業員の同意の下で面談結果をフィードバック
し，上司から部下を支援してもらうことも，さら
に対象従業員のキャリア形成の支援ともなりえま
す。」と示されている（厚生労働省�2017：24）。
　このように，セルフ・キャリアドックにおい
て，個人のキャリア形成と組織の活性化を統合的
に取り組むためには，キャリアコンサルタントが
個人への支援にとどまらず，組織への働きかけを
積極的に行っていくことが期待されているのであ
る。こうしたキャリアコンサルタントの役割は，
日本で近年注目され始めた多文化・社会正義の
キャリア支援論（下村�2020）と密接に関連する。
American�Counseling�Association（2020）におい
て，多文化・社会正義のキャリカウンセリングの
ために必要な能力が「アドボカシー・コンピテン
シー」（ACA�Advocacy�Competencies）として整
理されている。それによれば，キャリア支援者
は，クライエントのエンパワメントにとどまら
ず，組織や公共空間に対してクライエントと共に
行動したり，クライエントの代弁者として働きか
ける必要性が指摘されている。
　とくに，高度外国人材が日本企業でのキャリア
形成において直面している課題の本質的な原因
は，本人にある場合もあるが，組織風土や上司の
意識や行動にある場合も多い。そのため，キャリ
アコンサルタントが日本企業における高度外国人
材のキャリア形成を支援するためには，組織や職
場に介入していくことが必要なのである。した
がって，セルフ・キャリアドックを通じて，キャ
リアコンサルタントが積極的に人事や現場上司と
連携して問題解決に貢献していくことが求められ
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る。
　キャリアコンサルタントは 2016 年の職業能力
開発促進法の改正により国家資格化され，2022
年 3 月末時点で国のキャリアコンサルタント名簿
の登録者は約 6 万人となっている（キャリアコン
サルティング協議会�2022）。しかし，外国人に対し
て適切な支援ができるキャリアコンサルタントは
まだ多くはない。とくに，企業領域で高度外国人
材への支援ができるキャリアコンサルタントは極
めて少ない。
　そこで，「外国人材の受入れ・共生に関する関
係閣僚会議」が 2019 年に取りまとめた「外国人
材の受入れ・共生のための総合的対応策（改訂）」
を受けて，2021 年に策定された厚生労働省「第
11 次職業能力開発基本計画」において，「外国人
の就職や企業実務（ダイバーシティ経営等）に関
する知識を付与し，外国人材の就職等に精通した
キャリアコンサルタントの育成を進めるととも
に，企業内でのキャリアコンサルティングの実施
により外国人材の活躍や定着につなげている企業
事例の情報発信等に取り組む」とされた。そし
て，厚生労働省による「中長期的なキャリア形成
を支援するためのキャリアコンサルタント向け研
修」の一環として，「外国人支援のためのキャリ
アコンサルタント向け研修」が e ラーニング形式
で 2021 年 12 月に公開された。本研修では，異文
化チーム研究の知見，外国人材のライフキャリア
と密接に関連する在留資格制度，セルフ・キャリ
アドックなど，外国人材へのキャリア支援に必要
な知識を学習できる教材として開発された。キャ
リアコンサルタントは，高度外国人材のキャリア
形成と企業の活性化を結びつけるためにも，組織
開発や上司への支援も含めて，果たすべき役割の
範囲が拡大してきている。

Ⅳ　お�わ�り�に

　本論文では，日本企業において高度外国人材の
活躍について課題があるという問題意識のもと，
異文化チーム研究の研究成果，ならびにキャリア
コンサルティング政策の近年の動きを概観するこ
とで，今後の企業における対応策を検討した。そ

こからは，「異文化シナジー」「インクルーシブ・
リーダーシップ」「グローバル・リーダーシップ・
コンピテンシー（とくに自己マネジメント力）」，な
らびにセルフ・キャリアドックなどにおける

「キャリアコンサルタント」の活動が効果的であ
る可能性が示唆された。
　日本の労働人口が長期的に減少傾向にあるな
か，日本企業において高度外国人材が知識労働者
として活躍できるようにすることが喫緊の課題で
ある。約 30 年前に，花田（1990）は「日本企業
の多国籍化を推進していくにあたり，外国人社員
を本当に同じ企業の仲間として遇し，日本人をも
含めたグローバル社員として，彼らを国際人事の
システムの中に位置づけるような発想の変換とシ
ステムの確立である。それなくして日本企業の多
国籍化はあり得ないという認識をわれわれはもつ
べきであろう。」（花田�1990：58）と指摘した。こ
こで指摘されている課題は，現在でも多くの日本
企業に当てはまるのではないだろうか。世界的に
は優秀人材の獲得競争が激しくなっている。国際
貿易振興機構（2020）は「日本企業の新たな担い
手“高度外国人材”―選ぶ時代から選ばれる時
代へ」という問題意識を表明している。日本企業
が優秀な外国人材から選ばれるために，日本企業
における高度外国人材の活躍に関する実践の蓄積
ならびに研究の充実を通じて，実践知を創出・共
有していく重要性が増している。

 1）本報告書を受けて，高度外国人材の受入れを促進するため
に，2012 年に新たな在留資格「高度専門職」が創設され，複
合的な在留活動や配偶者の就労が認められるなどの優遇措置を
受けられるようになった。ただし，後述するように，高度外国
人材に該当するのは高度専門職の在留資格で働く外国人だけで
はない。

 2）厚生労働省『「外国人雇用状況」の届出状況まとめ』におけ
る「専門的・技術的分野におけの在留資格」は，「教授」「芸
術」「宗教」「報道」「高度専門職�1 号・2 号」「経営・管理」

「法律・会計業務」「医療」「研究」「教育」「技術・人文知識・
国際業務」「企業内転勤」「興行」「介護」「技能」「特定技能」
である（厚生労働省�2022）。

 3）ただし，2020 年から新型コロナウイルス感染症の拡大防止
の観点から外国人の新規入国が大きく制限されているために，
外国人労働者総数の対前年増加率は大幅に減少している。

 4）「外国人留学生の採用や入社後の活躍に向けたハンドブック」
において「入社後」の対応策として示されている 6 項目とは次
の通りである。すなわち，「7.�外国人社員のマネジメントを行
う日本人社員に対して，職場における外国人社員との効果的な
コミュニケーションのための学びの機会があるか」「8.�配属先
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の決定の際，キャリア展望を踏まえた十分な説明が行われてい
るか」「9.�上司，先輩社員などからの日々の声掛けや，社内外
での交流機会の提供が行われているか」「10.�キャリア展望に
応じた，従来の雇用慣行にとらわれない仕事の機会の提供や学
びの支援が行われているか」「11.�客観的な評価や処遇に基づ
き，十分な説明が行われているか」「12.�外国人社員の母国文
化・宗教など多様性を考慮し，休暇制度など社内制度の見直し
が行われているか」である。
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